
東大阪市子ども・子育て会議（第３０回）

会 議 次 第

平成３０年９月２８日(金) 
午前１０時００分から１２時００分

総合庁舎 ２２階 会議室

１． 開会  

２． 議事  

（１）第二期東大阪市子ども・子育て支援事業計画について【資料１】

（２）保育施設入所選考基準について【資料２】

３． その他

・幼保連携検討部会について（報告）【資料３】

・平成３０年度の入園・入所状況について【資料４】

・平成３０年度民間保育園・小規模保育施設の公募について【資料５】

・幼児教育無償化について【資料６】

４． 閉会
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氏名

1 大阪大谷大学教育学部教育学科准教授 井上　寿美

2 幼稚園保護者 奥野　大輔

3 東大阪労働組合総連合委員 甲斐　龍子

4 UAゼンセン万代ユニオン中央執行副委員長 櫛田　育子

5 東大阪市立幼稚園長会幼保問題担当 斎藤　由美子

6 大阪府立大学地域保健学域教育福祉学類 関川　芳孝

7 東大阪市私立幼稚園協会会長 竹村　明

8 東大阪市留守家庭児童育成クラブ協議会 田原　広史

9 保育所保護者 中泉　あゆみ

10 大阪人間科学大学社会福祉学部教授 中川　千恵美

11 東大阪市障がい児相談支援及び通所サービス等施設連絡会長 中西　良介

12 小学校児童保護者 西濱　靖子

13 公立保育所長代表 中洲　良子

14 東大阪市立小学校長会役員 町　高広

15 東大阪市ＰＴＡ協議会副会長（母親代表） 宮内　美奈

16 東大阪市私立保育会会長 森田　信司

17 東大阪大学副学長 吉岡　眞知子

子ども・子育て会議委員名簿（五十音順、敬称略）



配 布 資 料 一 覧

【資料１－１】第二期子ども・子育て支援事業計画の策定について

【資料１－２】第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込

み」の算出等の考え方

【資料１－３】市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の

算出等のための手引き

【資料１－４】第一期東大阪市子ども・子育て支援事業計画に関するアンケー

ト調査 調査票【就学前児童のいる世帯】

【資料１－５】第一期東大阪市子ども・子育て支援事業計画に関するアンケー

ト調査 調査票【小学生のいる世帯】

【資料１－６】第一期東大阪市子ども・子育て支援事業計画に関するアンケー

ト調査 調査票【妊婦用】

【資料２】  平成３１年度保育施設入所選考基準

【資料３】  東大阪市子ども・子育て会議幼保連携検討部会（第８回）（報告）

【参考資料３－１】平成 29年度 こども園に関する課題整理の概要について
【参考資料３－２】年間行事(平成２９年度）(行事比較表）
【参考資料３－３】東大阪市立幼保連携型認定こども園 教育・保育カリキュ

ラム（平成３０年度）（案）

【資料４】  特定教育・保育施設（２号・３号）入所状況の推移

【資料５】  東大阪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者選考部

会からの報告

【資料６】  幼児教育の無償化について



第二期子ども・子育て支援事
業計画の策定について

平成３０年９月２８日
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資料１－１

第３０回子ども・子育て会議



平成２７年４月に施行された子ども・子育て支

援新制度により、子育て家庭や子どもの育ちを

めぐる環境の変化、また新たな市民のニーズに

十分に応えていくために、５年を１期とする子ど

も・子育て支援事業計画を策定し環境整備や支
援の充実に努めてきました。

１．第1期東大阪市子ども・子育て支援事業計画
について
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２．第1期計画策定時の調査内容
就学前児童 小学生 妊婦

調査地域 東大阪市全域

調査方法
調査は、郵送配布、郵送回収で行い、お礼状兼督促状を１回送付した。またポスター等による調査に

関する啓発活動を実施した。

調査期間
平成25年10月１日～10月16日

（但し、平成25年11月５日までに市役所へ届いた調査票は集計の対象とした。）

抽出方法 住民基本台帳に基づき対象者を無作為抽出。妊婦は母子手帳の交付を受けたものの中から無作為抽出。

調査対象

平成25年9月5日現在、東大阪市

在住の就学前児童（０～５歳）

平成25年9月5日現在、東大阪市

在住の小学生（６～１１歳）

平成25年度に母子手帳を取得し

た方かつ出産予定日が平成25年

10月1日以降である妊婦

調査対象数 6,048件 3,213件 815件

有効回収数 3,148件 1,561件 449件

無効回収数 8件 5件 0件

有効回収率 52.1％ 48.6％ 55.1％
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• 本事業計画は、平成２７年度から平成３１
年度までの５年間を計画期間と定めてお
り、中間年にあたる平成２９年度に事業計
画の見直しを実施しました。

• 見直しを実施した事業
「就学前児童の特定教育・保育の提供量」

「一時預かり事業」

３．事業計画の中間見直しについて
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４．中間見直し時の調査内容
調査地域 東大阪市全域

調査方法
調査は、郵送配布、郵送回収で行い、お礼状兼督促状を１回送付した。またポスター等による調査に

関する啓発活動を実施した。

調査期間
平成29年６月22日～７月14日

（但し、平成29年７月31日までに市役所へ届いた調査票は集計の対象とした。）

抽出方法 住民基本台帳に基づき対象者を無作為抽出。

調査対象 平成29年６月12日現在、東大阪市在住の就学前児童（０～５歳）

調査対象数 6,000件

有効回収数 2,439件

無効回収数 15件

有効回収率 40.7％
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○原則、第1期事業計画において設定した提供区域を踏襲
します。
提供区域とは

地理的条件、人口、交通事情、現在の利用状況、その他の社会的条
件を勘案して、小学校区・中学校区・行政区単位等の中から提供区
域を設定する必要があります。

地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に利用すること
が可能な区域となるように設定することが求められます。

○提供区域ごとに各事業の需要量を算出するためには、第1期事業計
画と同規模で実施する必要があります。

５．第2期計画アンケートの考え方
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○就学前児童の学校教育・保育

６．全国共通で「必要見込み量」を算出する項
目①

①施設・事業名 ②提供区域 ③対象年齢

教育・保育施設
地域型保育事業

ニーズの把握等については
「中学校区」とし、整備にあ
たっては７リージョンを基準と
する。

０～５歳

提供区域・・・施設等の確保に向けた需給調整を検討するために、目安となる区

域（圏域）です。
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○地域子ども・子育て支援事業等

６．全国共通で「必要見込み量」を算出する項
目②

①事業名 ②提供区域 ③対象年齢

延長保育（時間外保育）事業 市域全体 ０～５歳

留守家庭児童育成事業 小学校区 １～３年生、４～６年生

子育て短期支援事業（ショートステ
イ）

市域全体
対象０～１８歳

見込み量は０～５歳

地域子育て支援拠点事業 リージョン ０～２歳

一時預かり事業
・幼稚園型
・一般型

市域全体
３～５歳
０～５歳

病児保育事業 市域全体
対象は０～５歳、１～６年生
見込み量は０～５歳

子育て援助活動支援事業（ファミ
リー・サポート・センター事業）

市域全体
対象は０～５歳、１～３年生、４～６
年生
見込み量は１～３年生、４～６年生
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※ 調査概要は、現段階の案であり、予算編成等により変更となる場合があります。

７．第2期事業計画の調査内容（案）

9

調査対象 調査概要

就学前児童 特定教育・保育の需要量を中学校区で算出するため
には、「第1期計画」、「中間見直し」と同じ規模である
約6,000件のアンケート調査を予定

就学児 留守家庭児童育成事業の必要量算出のため、「第1
期計画」と同じ規模である約３，２００件のアンケート
調査を予定

妊婦 妊娠期から切れ目のない支援の充実のため、約８０
０件のアンケート調査を予定



①新制度の実施

幼児教育の無償化

（平成３１年１０月から実施予定）

②企業主導型保育事業の動向

特定教育・保育の提供量、一時預かり事

業等に影響あり

③在宅の子育て支援事業の拡充

８．今後、検討が必要な項目について
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９．スケジュール案
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１０．（参考）国のスケジュール（案）
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資料１－２　
第３０回子ども・子育て会議
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資料１－３　
第３０回子ども・子育て会議












































































































































